
議案第３１号 

   大口町税条例等の一部改正について 

 大口町税条例等の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

  平成２７年３月３１日提出 

大 口 町 長  鈴 木 雅 博 

 （提案理由） 

 この案を提出するのは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部が改正さ

れることに伴い、この条例の一部を改正するため必要があるからである。 



   大口町税条例等の一部を改正する条例 

 （大口町税条例の一部改正） 

第１条 大口町税条例（昭和３８年大口町条例１５号）の一部を次のように改正す

る。 

  第３０条第２項の表第１号オ中「法人税法第２条第１６号」を「法第２９２条

第１項第４号の５」に、「又は同条第１７号の２に規定する連結個別資本金等の

額（保険業法に規定する相互会社にあっては、令第４５条の３の２に定めるとこ

ろにより算定した純資産額）」を「をいう。以下この表及び第４項において同じ。」

に、「この表」を「この表及び第４項」に改め、同条に次の一項を加える。 

 ４ 資本金等の額を有する法人（保険業法に規定する相互会社を除く。）の資本

金等の額が、資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の額に満たな

い場合における第２項の規定の適用については、同項の表中「資本金等の額が」

とあるのは、「資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の額が」と

する。 

  附則第１１条の見出し中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平成２７

年度から平成２９年度まで」に改める。 

  附則第１１条の２の見出し中「平成２５年度又は平成２６年度」を「平成２８

年度又は平成２９年度」に改め、同条第１項中「平成２５年度分又は平成２６年

度分」を「平成２８年度分又は平成２９年度分」に改め、同条第２項中「平成２

５年度適用土地」を「平成２８年度適用土地」に、「平成２５年度類似適用土地」

を「平成２８年度類似適用土地」に、「平成２６年度分」を「平成２９年度分」

に改める。 

  附則第１２条（見出しを含む。）及び第１３条（見出しを含む。）中「平成２

４年度から平成２６年度まで」を「平成２７年度から平成２９年度まで」に改め

る。 

  附則第１５条第１項中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平成２７年

度から平成２９年度まで」に改め、同条第２項中「平成２７年３月３１日」を「平
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成３０年３月３１日」に改める。 

 （大口町税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 大口町税条例等の一部を改正する条例（平成２６年条例第１５号）の一部

を次のように改正する。 

  附則第１条第３号中「第７５条の改正規定」を「第７５条第２号アの改正規定

（「３，６００円」に係る部分を除く。）」に、「附則第４条」を「附則第４条

第１項」に改め、同条第４号中「第５０条第１項及び」を「第５０条第１項、第

７５条第１号、第２号（「３，６００円」に係る部分に限る。）及び第３号並び

に」に、「附則第５条」を「附則第４条第２項、第５条」に改める。 

  附則第４条中「第７５条」を「第７５条第２号ア（「３，６００円」に係る部

分を除く。）」に改め、同条に次の１項を加える。 

 ２ 新条例第７５条第１号、第２号（「３，６００円」に係る部分に限る。）及

び第３号の規定は、平成２８年度以後の年度分の軽自動車税について適用し、

平成２７年度分までの軽自動車税については、なお従前の例による。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第２条中大口町税条

例等の一部を改正する条例附則第１条第３号及び第４号並びに第４条の改正規定

は、公布の日から施行する。 

 （町民税に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の大口町税条例（以下「新条例」という。）の規定中法

人の町民税に関する部分は、この条例の施行の日以後に開始する事業年度分の法

人の町民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の町民税について適用

し、同日前に開始した事業年度分の法人の町民税及び同日前に開始した連結事業

年度分の法人の町民税については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

３ 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、平成２７年度以後の年度分の固定

資産税について適用し、平成２６年度分までの固定資産税については、なお従前
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の例による。 
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第１条関係 大口町税条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

 （均等割の税率）  （均等割の税率） 

第３０条 略 第３０条 略 

２ 第２５条第１項第３号又は第４号の者に対

して課する均等割の税率は、次の表の左欄に

掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当該右欄

に定める額とする。 

２ 第２５条第１項第３号又は第４号の者に対

して課する均等割の税率は、次の表の左欄に

掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当該右欄

に定める額とする。 

法人の区分 税率 

１ 次に掲げる法人 

 ア 法人税法第２条第５

号の公共法人及び法第

２９４条第７項に規定

する公益法人等のう

ち、法第２９６条第１

項の規定により均等割

を課することができな

いもの以外のもの（法

人税法別表第２に規定

する独立行政法人で収

益事業を行うものを除

く。） 

 イ 人格のない社団等 

 ウ 一般社団法人（非営

利型法人（法人税法第

２条第９号の２に規定

する非営利型法人をい

う。以下この号におい

て同じ。）に該当する

ものを除く。）及び一

般財団法人（非営利型

法人に該当するものを

除く。） 

 エ 保険業法（平成７年

法律第１０５号）に規

定する相互会社以外の

法人で資本金の額又は

出資金の額を有しない

年額 

50,000円 

法人の区分 税率 

１ 次に掲げる法人 

 ア 法人税法第２条第５

号の公共法人及び法第

２９４条第７項に規定

する公益法人等のう

ち、法第２９６条第１

項の規定により均等割

を課することができな

いもの以外のもの（法

人税法別表第２に規定

する独立行政法人で収

益事業を行うものを除

く。） 

 イ 人格のない社団等 

 ウ 一般社団法人（非営

利型法人（法人税法第

２条第９号の２に規定

する非営利型法人をい

う。以下この号におい

て同じ。）に該当する

ものを除く。）及び一

般財団法人（非営利型

法人に該当するものを

除く。） 

 エ 保険業法（平成７年

法律第１０５号）に規

定する相互会社以外の

法人で資本金の額又は

出資金の額を有しない

年額 

50,000円 
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新 旧 

もの（アからウまでに

掲げる法人を除く。） 

 オ 資本金等の額（法第

２９２条第１項第４号

の５に規定する資本金

等の額をいう。以下こ

の表及び第４項におい

て同じ。）を有する法

人（法人税法別表第２

に規定する独立行政法

人で収益事業を行わな

いもの及びエに掲げる

法人を除く。以下この

表及び第４項において

同じ。）で資本金等の

額が１千万円以下であ

るもののうち、町内に

有する事務所、事業所

又は寮等の従業者（俸

給、給料若しくは賞与

又はこれらの性質を有

する給与の支給を受け

ることとされる役員を

含む。）の数の合計数

（次号から第９号まで

において「従業者数の

合計数」という。）が

５０人以下のもの 

２ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

千万円以下であるものの

うち、従業者数の合計数

が５０人を超えるもの 

年額 

120,000円 

もの（アからウまでに

掲げる法人を除く。） 

 オ 資本金等の額（法人

税法第２条第１６号に

規定する資本金等の額

又は同条第１７号の２

に規定する連結個別資

本金等の額（保険業法

に規定する相互会社に

あっては、令第４５条

の３の２に定めるとこ

ろにより算定した純資

産額））を有する法人

（法人税法別表第２に

規定する独立行政法人

で収益事業を行わない

もの及びエに掲げる法

人を除く。以下この表

において同じ。）で資

本金等の額が１千万円

以下であるもののう

ち、町内に有する事務

所、事業所又は寮等の

従業者（俸給、給料若

しくは賞与又はこれら

の性質を有する給与の

支給を受けることとさ

れる役員を含む。）の

数の合計数（次号から

第９号までにおいて

「従業者数の合計数」

という。）が５０人以

下のもの 

２ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

千万円以下であるものの

うち、従業者数の合計数

が５０人を超えるもの 

年額 

120,000円 
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新 旧 

３ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

千万円を超え１億円以下

であるもののうち、従業

者数の合計数が５０人以

下であるもの 

年額 

130,000円 

４ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

千万円を超え１億円以下

であるもののうち、従業

者数の合計数が５０人を

超えるもの 

年額 

150,000円 

５ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

億円を超え１０億円以下

であるもののうち、従業

者数の合計数が５０人以

下であるもの 

年額 

160,000円 

６ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

億円を超え１０億円以下

であるもののうち、従業

者数の合計数が５０人を

超えるもの 

年額 

400,000円 

７ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

０億円を超えるもののう

ち、従業者数の合計数が

５０人以下であるもの 

年額 

410,000円 

８ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

０億円を超え５０億円以

下であるもののうち、従

業者数の合計数が５０人

を超えるもの 

年額 

1,750,000円 

９ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が５

年額 

3,000,000円 

３ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

千万円を超え１億円以下

であるもののうち、従業

者数の合計数が５０人以

下であるもの 

年額 

130,000円 

４ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

千万円を超え１億円以下

であるもののうち、従業

者数の合計数が５０人を

超えるもの 

年額 

150,000円 

５ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

億円を超え１０億円以下

であるもののうち、従業

者数の合計数が５０人以

下であるもの 

年額 

160,000円 

６ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

億円を超え１０億円以下

であるもののうち、従業

者数の合計数が５０人を

超えるもの 

年額 

400,000円 

７ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

０億円を超えるもののう

ち、従業者数の合計数が

５０人以下であるもの 

年額 

410,000円 

８ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が１

０億円を超え５０億円以

下であるもののうち、従

業者数の合計数が５０人

を超えるもの 

年額 

1,750,000円 

９ 資本金等の額を有する

法人で資本金等の額が５

年額 

3,000,000円 
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新 旧 

０億円を超えるもののう

ち、従業者数の合計数が

５０人を超えるもの 

０億円を超えるもののう

ち、従業者数の合計数が

５０人を超えるもの 

３ 略 ３ 略 

４ 資本金等の額を有する法人（保険業法に規

定する相互会社を除く。）の資本金等の額が、

資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は

出資金の額に満たない場合における第２項の

規定の適用については、同項の表中「資本金

等の額が」とあるのは、「資本金の額及び資

本準備金の額の合算額又は出資金の額が」と

する。 

   附 則    附 則 

 （土地に対して課する平成２７年度から平成

２９年度までの各年度分の固定資産税の特例

に関する用語の意義） 

 （土地に対して課する平成２４年度から平成

２６年度までの各年度分の固定資産税の特例

に関する用語の意義） 

第１１条 次条から附則第１４条までにおい

て、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に掲げる規定に定めるところによ

る。 

第１１条 次条から附則第１４条までにおい

て、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に掲げる規定に定めるところによ

る。 

 (1)～(7) 略  (1)～(7) 略 

 （平成２８年度又は平成２９年度における土

地の価格の特例） 

 （平成２５年度又は平成２６年度における土

地の価格の特例） 

第１１条の２ 町の区域内の自然的及び社会的

条件からみて類似の利用価値を有すると認め

られる地域において地価が下落し、かつ、町

長が土地の修正前の価格（法附則第１７条の

２第１項に規定する修正前の価格をいう。）

を当該年度分の固定資産税の課税標準とする

ことが固定資産税の課税上著しく均衡を失す

ると認める場合における当該土地に対して課

する固定資産税の課税標準は、第５７条の２

の規定にかかわらず、平成２８年度分又は平

第１１条の２ 町の区域内の自然的及び社会的

条件からみて類似の利用価値を有すると認め

られる地域において地価が下落し、かつ、町

長が土地の修正前の価格（法附則第１７条の

２第１項に規定する修正前の価格をいう。）

を当該年度分の固定資産税の課税標準とする

ことが固定資産税の課税上著しく均衡を失す

ると認める場合における当該土地に対して課

する固定資産税の課税標準は、第５７条の２

の規定にかかわらず、平成２５年度分又は平
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新 旧 

成２９年度分の固定資産税に限り、当該土地

の修正価格（法附則第１７条の２第１項に規

定する修正価格をいう。）で土地課税台帳等

に登録されたものとする。 

成２６年度分の固定資産税に限り、当該土地

の修正価格（法附則第１７条の２第１項に規

定する修正価格をいう。）で土地課税台帳等

に登録されたものとする。 

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する平成

２８年度適用土地又は平成２８年度類似適用

土地であって、平成２９年度分の固定資産税

について前項の規定の適用を受けないことと

なるものに対して課する同年度分の固定資産

税の課税標準は、第５７条の２の規定にかか

わらず、修正された価格（法附則第１７条の

２第２項に規定する修正された価格をいう。）

で土地課税台帳等に登録されたものとする。

２ 法附則第１７条の２第２項に規定する平成

２５年度適用土地又は平成２５年度類似適用

土地であって、平成２６年度分の固定資産税

について前項の規定の適用を受けないことと

なるものに対して課する同年度分の固定資産

税の課税標準は、第５７条の２の規定にかか

わらず、修正された価格（法附則第１７条の

２第２項に規定する修正された価格をいう。）

で土地課税台帳等に登録されたものとする。

 （宅地等に対して課する平成２７年度から平

成２９年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

 （宅地等に対して課する平成２４年度から平

成２６年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

第１２条 宅地等に係る平成２７年度から平成

２９年度までの各年度分の固定資産税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税額が、当該宅地等の当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該価格に同条に定める率を乗じ

て得た額。以下この条において同じ。）に１

００分の５を乗じて得た額を加算した額（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３又は法附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額（以下「宅

地等調整固定資産税額」という。）を超える

第１２条 宅地等に係る平成２４年度から平成

２６年度までの各年度分の固定資産税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税額が、当該宅地等の当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第３４９

条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該価格に同条に定める率を乗じ

て得た額。以下この条において同じ。）に１

００分の５を乗じて得た額を加算した額（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について

法第３４９条の３又は法附則第１５条から第

１５条の３までの規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額（以下「宅

地等調整固定資産税額」という。）を超える
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場合には、当該宅地等調整固定資産税額とす

る。 

場合には、当該宅地等調整固定資産税額とす

る。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る

平成２７年度から平成２９年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等

調整固定資産税額が、当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商業

地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は法附則第１５条から第１５

条の３までの規定の適用を受ける商業地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額を超える

場合にあっては、同項の規定にかかわらず、

当該固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る

平成２４年度から平成２６年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等

調整固定資産税額が、当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商業

地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３又は法附則第１５条から第１５

条の３までの規定の適用を受ける商業地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額を超える

場合にあっては、同項の規定にかかわらず、

当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成２７年度から平成２９年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等

調整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき価

格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３又は法附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額に満たない場合に

あっては、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成２４年度から平成２６年度までの各年度

分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等

調整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき価

格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３又は法附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした

場合における固定資産税額に満たない場合に

あっては、同項の規定にかかわらず、当該固

定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．６以上０．７以下のものに係

る平成２７年度から平成２９年度までの各年

度分の固定資産税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の固定

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．６以上０．７以下のものに係

る平成２４年度から平成２６年度までの各年

度分の固定資産税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の固定
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資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標

準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３又は法附則第１

５条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該課税標準額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額（以下「商業地等据置固定資

産税額」という。）とする。 

資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標

準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３又は法附則第１

５条から第１５条の３までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該課税標準額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額（以下「商業地等据置固定資

産税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．７を超えるものに係る平成２

７年度から平成２９年度までの各年度分の固

定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、

当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３又は法附

則第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額（以下「商業地等調整固定資産

税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．７を超えるものに係る平成２

４年度から平成２６年度までの各年度分の固

定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、

当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３又は法附

則第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合における

固定資産税額（以下「商業地等調整固定資産

税額」という。）とする。 

 （農地に対して課する平成２７年度から平成

２９年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

 （農地に対して課する平成２４年度から平成

２６年度までの各年度分の固定資産税の特

例） 

第１３条 農地に係る平成２７年度から平成２

９年度までの各年度分の固定資産税の額は、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該農地に係る当該年度分の固定資産税

に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

（当該農地が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３又は法附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける農地

第１３条 農地に係る平成２４年度から平成２

６年度までの各年度分の固定資産税の額は、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該農地に係る当該年度分の固定資産税

に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

（当該農地が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３又は法附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける農地
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であるときは、当該課税標準額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）に、当該農地

の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整

率を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「農地調

整固定資産税額」という。）を超える場合に

は、当該農地調整固定資産税額とする。 

であるときは、当該課税標準額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）に、当該農地

の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整

率を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額（以下「農地調

整固定資産税額」という。）を超える場合に

は、当該農地調整固定資産税額とする。 

略 略 

 （特別土地保有税の課税の特例）  （特別土地保有税の課税の特例） 

第１５条 附則第１２条第１項から第５項まで

の規定の適用がある宅地等（附則第１１条第

２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３

４９条の３、第３４９条の３の２又は法附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適用

がある宅地等を除く。）に対して課する平成

２７年度から平成２９年度までの各年度分の

特別土地保有税については、第１２３条第１

号及び第１３０条中「当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格」とあるのは、

「当該年度分の固定資産税に係る附則第１２

条第１項から第５項までに規定する課税標準

となるべき額」とする。 

第１５条 附則第１２条第１項から第５項まで

の規定の適用がある宅地等（附則第１１条第

２号に掲げる宅地等をいうものとし、法第３

４９条の３、第３４９条の３の２又は法附則

第１５条から第１５条の３までの規定の適用

がある宅地等を除く。）に対して課する平成

２４年度から平成２６年度までの各年度分の

特別土地保有税については、第１２３条第１

号及び第１３０条中「当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格」とあるのは、

「当該年度分の固定資産税に係る附則第１２

条第１項から第５項までに規定する課税標準

となるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地

評価土地の取得のうち平成１８年１月１日か

ら平成３０年３月３１日までの間にされたも

のに対して課する特別土地保有税について

は、第１２３条第２号中「不動産取得税の課

税標準となるべき価格」とあるのは「不動産

取得税の課税標準となるべき価格（法附則第

１１条の５第１項の規定の適用がないものと

した場合における課税標準となるべき価格を

いう。）に２分の１を乗じて得た額」とし、

「令第５４条の３８に規定する価格」とある

のは「令第５４条の３８に規定する価格（法

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地

評価土地の取得のうち平成１８年１月１日か

ら平成２７年３月３１日までの間にされたも

のに対して課する特別土地保有税について

は、第１２３条第２号中「不動産取得税の課

税標準となるべき価格」とあるのは「不動産

取得税の課税標準となるべき価格（法附則第

１１条の５第１項の規定の適用がないものと

した場合における課税標準となるべき価格を

いう。）に２分の１を乗じて得た額」とし、

「令第５４条の３８に規定する価格」とある

のは「令第５４条の３８に規定する価格（法
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附則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における価格をいう。）に２

分の１を乗じて得た額」とする。 

附則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における価格をいう。）に２

分の１を乗じて得た額」とする。 

３～５ 略 ３～５ 略 
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第２条関係 大口町税条例等の一部を改正する条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

   附 則    附 則 

 （施行期日）  （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、平

成２６年４月１日から適用する。ただし、次

の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、平

成２６年４月１日から適用する。ただし、次

の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

 (1)・(2) 略  (1)・(2) 略 

 (3) 第１条中大口町税条例第７５条第２号ア

の改正規定（「３，６００円」に係る部分

を除く。）並びに附則第４条第１項及び第

６条（第１条の規定による改正後の大口町

税条例（以下「新条例」という。）附則第

１６条に係る部分を除く。）の規定 平成

２７年４月１日 

 (3) 第１条中大口町税条例第７５条の改正規

定並びに附則第４条及び第６条（第１条の

規定による改正後の大口町税条例（以下「新

条例」という。）附則第１６条に係る部分

を除く。）の規定 平成２７年４月１日 

 (4) 第１条中大口町税条例第２５条、第４６

条、第５０条第１項、第７５条第１号、第

２号（「３，６００円」に係る部分に限る。）

及び第３号並びに附則第１６条の改正規定

並びに次条第６項、附則第４条第２項、第

５条及び第６条（新条例附則第１６条に係

る部分に限る。）の規定 平成２８年４月

１日 

 (4) 第１条中大口町税条例第２５条、第４６

条、第５０条第１項及び附則第１６条の改

正規定並びに次条第６項、附則第５条及び

第６条（新条例附則第１６条に係る部分に

限る。）の規定 平成２８年４月１日 

 (5)・(6) 略  (5)・(6) 略 

 （軽自動車税に関する経過措置）  （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例第７５条第２号ア（「３，６０

０円」に係る部分を除く。）の規定は、平成

２７年度以後の年度分の軽自動車税について

適用し、平成２６年度分までの軽自動車税に

ついては、なお従前の例による。 

第４条 新条例第７５条の規定は、平成２７年

度以後の年度分の軽自動車税について適用

し、平成２６年度分までの軽自動車税につい

ては、なお従前の例による。 

２ 新条例第７５条第１号、第２号（「３，６

００円」に係る部分に限る。）及び第３号の

規定は、平成２８年度以後の年度分の軽自動

車税について適用し、平成２７年度分までの

軽自動車税については、なお従前の例による。
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改 正 要 旨 

１ 改正の目的 

  地方税法の一部改正に伴い、法人町民税均等割の税率適用区分の見直し、土地

に係る固定資産税の負担調整措置の延長及び軽自動車税の税率引上げ時期の延期

による所要の整備を図る必要があるため改正するものです。 

２ 改正の概要 

 (1) 法人町民税均等割の税率適用区分の改正 

   均等割の税率適用区分において、「資本金等」での判定から「資本金等」と

「資本金」及び「資本準備金」の合計といずれか大きい方で判定することとし

たものです。「資本金等」とは「資本金」と「資本積立金」の合計ですが、「資

本積立金」がマイナスとなる場合があり、「資本金等」だけの判定では企業規

模を表す指標として不十分と考えられるためです。（税条例第３０条関係） 

 (2) 土地に係る固定資産税の負担調整措置の延長 

   土地に係る評価替に際し、価格の変動に伴う税負担の激変を緩和するため、

現行の負担調整措置を２７年度から２９年度まで継続することとしました。 

  （税条例の附則第１１条 第１３条、附則第１５条関係） 

 (3) 軽自動車税に関する経過措置 

   平成２７年度分以後の年度分について適用することとされている原動機付自

転車及び二輪車等に係る税率について、適用開始を１年延期し、平成２８年度

分以後の年度分について適用することとしました。（税条例の一部を改正する

条例（平成２６年条例第１５号）の附則第１条、附則第４条関係） 
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 適用開始が１年延期される軽自動車税の改正税率 

車種区分 平成２７年度以前 平成２８年度以後 

原動機付自転車 

50cc 以下 １，０００円 ２，０００円

50cc 超 90cc 以下 １，２００円 ２，０００円

90cc 超 125cc 以下 １，６００円 ２，４００円

ミニカー ２，５００円 ３，７００円

軽二輪（125cc 超 250cc 以下） ２，４００円 ３，６００円

二輪の小型自動車（250cc 超） ４，０００円 ６，０００円

小型特殊自動車 
農耕作業用 １，６００円 ２、４００円

その他作業用 ４，７００円 ５，９００円

３ 施行期日 

  平成２７年４月１日から施行します。ただし、軽自動車税に関する経過措置に

関する規定については、公布の日から施行します。 
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